
参考様式１

　　　農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）事業実施計画

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

計　画　主　体　名 計　画　期　間

しまねけん

平成２９～３３年度

担当課

島根県（代表）

おおなんちょう
邑南町

電話番号

邑南町羽須美支所事業部 0855-87-0224 0855-87-0552 takahashi-masahiro@town.ohnan.lg.jp
0852-31-6274 nouson@pref.shimane.lg.jp島根県農林水産部農村整備課　 0852-22-5144



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

Ⅱ　評価指標

年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

交流人口 0 0 0 50 150 200

第１評価指標の設定根拠

第２評価指標の設定根拠

第３評価指標の設定根拠

事業実施期間

交流人口の増加 400人増加

事業活用活性化計画目標 事業活用活性化計画目標の設定根拠

農観連携・グリーンツーリズムの促進

羽須美地区は、高齢化による農業の担い手が不足するなか棚田オーナー制度の取り組みを平成２７年度から始め、初年度には７組の家族を
受け入れることができた。また、棚田近傍の軍原キャンプ場への遊歩道を改修することによりキャンプ場を棚田オーナーとの交流の場として活
用し、キャンプ場の利用者を増やしていく方針である。このような取り組みにより、棚田という地域資源を活用し、都市住民等への農山漁村の理
解を促進するとともに農村で自然、文化、地元の人たちとの交流を楽しむ滞在型のグリーンツーリズムを通じて街づくりを行いたい。さらに都市
住民と農村地域の人々との交流を楽しむ滞在(農泊）を推進していく。

第１評価指標（必須） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法
具体的数値目標

保全活動準備休憩施設利用者
　　　計画区域における交流人口の増加数(人)
　　　　　＝計画区域外からの入込客数(人)(目標値②)－計画区域外からの入込客数(人)(現状値②)
　　　　　＝延べ400人－0人
　　　　　＝400人増加

保全活動準備休憩施設として位置づける軍原キャンプ場へ通ずる歩道橋については、老朽化により平成23年から休止中（休止前交流人口年間約140人）であるが、改修を行うことにより再開し、
神谷工区の棚田オーナーが保全活動を行う際の拠点としたい。また地方版総合戦略として邑南町では、自立促進策を町内各地区で計画させ支援している。軍原キャンプ場のある『阿須那地区』
では軍原キャンプ場を活用した事業を計画しており、その事業を活用しつつ交流人口の増加を目指したい。

第２評価指標（任意） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法具体的数値目標

１名増加

保全活動準備休憩施設管理等に係る管理者
新規常用雇用者数（人）
＝（活性化計画により整備した施設における常用雇用者数（人）（目標値⑤）－既存施設等の常時雇用者数
（人）（現状値⑤）
＝１人－０人
＝１人増加

雇用者数の増加

→
キャンプ場管理
簿資料より引用

上記「阿須那地区別戦略事業計画」（地方版総合戦略）を実行するため事務局職員を確保することが決まっており、その事業の中にキャンプ場の運営に係る事務もあることからキャンプ場に係る
雇用の確保し持続可能な体制を目指したい。

【（４）地域の食と農の魅力を活かした体験等の受入体制構築に必要な施設】
棚田オーナー制度の取り組みを平成２７年度より開始し、初年度は７組の家族を受け入れることができた。今後も都会の住人との交流を持続させ地域の活性化を図りたい。

第３評価指標（必須） 　　　　　　　　　　　　　具体的数値目標の算出方法
具体的数値目標

棚田オーナ-参加者数 7組以上 棚田オーナーの参加組数　平成２８年度　６組   →  平成２９年度以降７組以上



（交付対象事業別概要）

Ⅲ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

30,000 16,500 55/100 16,500

備考

棚田を荒らさないよう自然景観を守ることにより、棚
田オーナー制度に加え、地域再生計画「ＳＡＴＯＹＡ
ＭＡＭＯＶＥＭＥＮＴ拠点計画」に位置づけられた自
然体験をしたりすることで周辺地域での農泊の取
組効果を高める施設である。
地域再生計画「ＳＡＴＯＹＡＭＡＭＯＶＥＭＥＮＴ拠点
計画」に、自然体験や農泊を通して行う都市住民と
の交流を位置づけており、自然体験プログラムを行
う重要な施設への遊歩道であり、農泊地域への集
客力の増加や雇用増への寄与し「農泊」の取組効
果を高める施設である。

事業実施主体
事業メニュー

名
地区名 事業内容 事業規模等 実施期間

小規模農林地等
保全整備

羽須美（神谷工
区）

土地改良施設の
整備

排水路工
L=64m
用水路工
L=279m
湧水処理
L=296m

H29～H30 2,750

用排水路が未整備のため漏水や、湧水による田面の軟弱化などにより農作物の生
育に支障を来している。また、農業従事者の高齢化による農業生産力の低下も重
なり、遊休農地が増加する恐れがあるため、本事業で排水路、用水路等を整備す
ることにより棚田の機能を確保する。これにより交流型農業が持続され、地域の活
性化を図っていく。

全体事業費
（千円）

交付金要望額
（千円）

交付額
算定交付率

交付限度額
（千円）

活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性

島根県

島根県 5,000 2,750 55/100

自然環境保全・活
用交流施設

羽須美（軍原工
区） 遊歩道改修

遊歩道改修
L=50m

H29～H30 25,000 13,750 55/100 13,750

本施設は、一級河川江の川の支流の出羽川沿いにあり、キャンプ、川遊び、魚釣り
の自然体験など、都市住民との交流拠点施設であり、棚田オーナーが棚田の保全
活動を行う際の準備または地元住民との交流事業を行う上でも、地域の活性化を
図る重要な施設である。その交流施設へ行く遊歩道の改修をおこなうことにより、
遊歩道の機能の改善を図り交流人口の増加、及び雇用の確保、農泊の推進を図っ
ていく。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅳ　他の施策との連携に関する事項
（交付対象事業別概要）

事業メニュー名

SATOYAMA
MOVEMENT拠点
計画

連携する施策名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等

地域再生法（平成１７年法律第２４号）第５条第
１項に規定する地域再生計画に基づく施策

邑南町
邑南町では地域再生計画において、公民館単位の地域住民による人口減少対策のための地区別戦略が策定されている。軍原キャンプ場がある阿須那地区においても、キャンプ場を生かした自然体験交流
事業や農泊など都市住民との交流施策を計画している。



Ⅴ　農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）年度別事業実施計画

離島振興
計画

輸出促進
条件整備

耕作放棄
地の解消
対策

地域再生
計画

総合化事
業計画

定住自立
圏共生ﾋﾞ
ｼﾞｮﾝ

国土強靱
化施策

福祉、教育、観光
等と連携した地域
活性化に向けた

取組

女性の能力
の積極的な
活用に向けた
取組

円 円 円

事業別内容 内　訳 H29 島根県 32005
島根県
邑南町

32005 1 1 邑南町 羽須美（神谷工区）地区 1 1 1 1 1 １，３ 48
小規模農林地等

保全整備
5

排水路工 L=64m
用水路工　L=279m
湧水処理　L=296m H29 ～ H30 島根県 5,000,000 2,750,000 0.55 2,750,000

H29 島根県 32005
島根県
邑南町

32005 1 2 邑南町 羽須美（軍原工区）地区 1 1 1 1 1 １，３ 36
自然環境保全・活用

交流施設 5
遊歩道改修L=50m

H29 ～ H30 島根県 25,000,000 13,750,000 0.55 13,750,000

3 ～

4 ～

5 ～

6 ～

7 ～

8 ～

9 ～

10 ～

11 ～

12 ～

13 ～

14 ～

合計（Ｆ） H29 島根県 32005 島根県
邑南町

32005 1 999 H33 H29 ～ H30 30,000,000 16,500,000 16,500,000

事業活用活性化計画目標等 H29 島根県 32005 島根県
邑南町

32005 1 1001

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） H29 島根県 32005 島根県
邑南町

32005 1 2001 30,000,000 16,500,000 16,500,000

②市町村等附帯事務費 2007

③都道府県附帯事務費 2008

総合計（①＋②＋③） 1 2009

共同で計画作成を行う場合の内訳

邑南町 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

島根県 事業費（ハード） H29 島根県 32005 島根県
邑南町 32005 1 30,000,000 16,500,000 16,500,000

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

急傾
斜地

計画期間
最終年度

沖縄
奄美
群島

連携施策
は「１」を記
載

連携施策
は「１」を記
載

連携施策
は「１」を記
載

連携施策
は「１」を記
載

該当する連携
施策の番号｢
１～６｣を全て
記載

連携施策は｢
１｣を記載

連携施策
は「１」を記
載

連携施策
は「１」を記
載

連携施策
は「１」を記
載

離島
振興

豪雪
地帯

計画
の
提出
年度

新規
・
変更
の
区別

新規
「１」
変更
「２」

都道府県 計画主体

事業メニュー名
要件
類別
番号山村

振興
過疎
地域

特定
農山
村

整理
コード

市町村名 地区名

地域指定状況

半島
振興

名称
コード
（地方公共
団体コード
番号（総務
省））

名称
コード
（地方公共
団体コード
番号（総務
省））

計画
番号

事　業
メニュー
番　号

全　　体　　計　　画

事業内容
及び
事業量

実施期間
全体事業費

（Ａ）

交付金額

(千円未満切捨）

交付額
算　定
交付率
（Ｂ）

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

事業実施主
体



円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 実施設計１式 1,000,000 1,000,000 550,000 300,000 150,000 0 20 550,000 該当なし 1,000,000 1,000,000 550,000 4,000,000 4,000,000 2,200,000 4,000,000 4,000,000 2,200,000

0 0 0 実施設計１式 9,000,000 9,000,000 4,950,000 2,700,000 1,350,000 0 36 4,950,000 該当なし 9,000,000 9,000,000 4,950,000 16,000,000 16,000,000 8,800,000 16,000,000 16,000,000 8,800,000

0 0 0 10,000,000 10,000,000 5,500,000 3,000,000 1,500,000 0 20 5,500,000 該当なし 10,000,000 10,000,000 5,500,000 20,000,000 20,000,000 11,000,000 20,000,000 20,000,000 11,000,000

0 0 0 10,000,000 10,000,000 5,500,000 3,000,000 1,500,000 0 5,500,000 該当なし 10,000,000 10,000,000 5,500,000 20,000,000 20,000,000 11,000,000 20,000,000 20,000,000 11,000,000

0 0 10,000,000 10,000,000 5,500,000 3,000,000 1,500,000 0 5,500,000 該当なし 10,000,000 10,000,000 5,500,000 20,000,000 20,000,000 11,000,000 20,000,000 20,000,000 11,000,000

交付対象事
業費

交付対象事
業費

交付対象事
業費

交付対象事
業費

交付対象事
業費

交付対象事
業費

交付対象事
業費

交付対象事
業費

平成32年度 平成33年度

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

仕入れに係る
消費税相当

額

翌年度以降（予定）

備　　　考

平成３０年度

交付金額 全体事業費

前　年　度　ま　で 本　年　度 本年度までの累計

交付金額

(Ｄ)

全体事業費 交付金額 全体事業費

全体事業費

平成31年度

全体事業費 交付金額

翌年度以降の累計

交付金額 全体事業費 交付金額

都道府県費 市町村費 そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ) 交付金額 全体事業費

全体事業費
交付金額

(千円未満切捨）

事業内容
及び
事業量


